
「適正な運賃収受のための周知」 についての要請行動を実施

　令和 3 年 12 月 24 日（金）、岩ト協髙橋会長が

岩手運輸支局 馬場首席運輸企画専門官、木村運輸

企画専門官にご同行頂き、岩手県商工会議所連合

会、岩手県商工会連合会、岩手県中小企業団体中

央会へ「適正な運賃収受のための周知」について

の要請行動を実施致しました。

　今般の燃料価格上昇が運送事業者の経営状況に

大きな影響を与えており、その負担を抱え込まな

い様、「標準的な運賃」の設定や燃料サーチャージ

を適正な運賃収受に繋げ、荷主（運送委託者）と

運送事業者が協議し、取引環境の適正化を図るた

め、３団体傘下の会員へ啓発リーフレットの配布

と以下について理解と協力を求めました。

「適正な運賃収受のための周知」 についての要請行動を実施

　岩ト協では、岩手日報紙面へ「標準的な運賃」の適用を含めた適正運賃収受の必要性について
荷主企業等へ広く周知を図るべく広告を掲載（計 6 回）した他、岩ト協 各支部長より、上記３
団体と同様、県内各商工会議所及び各商工会等へ要望行動を実施致しました。今後も、状況の改
善に繋がるよう、荷主企業や一般の方への理解と協力を求める行動を継続して参ります。

■要望内容

 ※３団体傘下の会員へ適正な運賃収受の周知リーフレットを
　 （右図）を配布

○ 貨物自動車運送事業者と協議の上、燃料費の上昇分を反映した適正な運賃・料金への見直しを
　 行うこと。

○ 貨物自動車運送事業者から燃料費の上昇分を運賃・料金に反映することを求められたにもかか
　 わらず、運賃・料金を不当に据え置くことは、　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
　 律（昭和２２年法律第５４号）に違反する恐れがあるとともに、貨物自動車運送事業法（平成 
　 元年法律第８３号）　附則第１条の２に基づき、荷主への働きかけ、 要請、勧告・公表等の対象
　 となること。


